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用地調査等業務共通仕様書（別記６ 建物移転料算定要領） 新旧対照表 

※下線部分が今回改正箇所 

（新） （旧） 

  

別記６ 建物移転料算定要領 

 

第１条 （略） 

 

（建物の区分） 

第２条 

 

区分 判断基準 

木造建物〔Ⅰ〕 以下のいずれかに該当する建物 

・土台、柱、梁、小屋組等の主要な構造部に木材を使用し、軸

組    工法により建築されている専用住宅、共同住宅、

店舗、事務所、工場、倉庫等の建物で主要な構造部の形状・

材種、間取り等が一般的と判断される平家建又は２階建の建

物 

・主要な構造部に木材を使用し、ツーバイフォー工法又は木質

系プレハブ工法により建築されている専用住宅で平家建又は

２階建の建物 

木造建物〔Ⅱ〕 土台、柱、梁、小屋組等の主要な構造部に木材を使用し、軸

組    工法により建築されている劇場、映画館、公衆浴場、

体育館等で主要な構造部の形状・材種、間取り等が一般的でな

く、木造建物〔Ⅰ〕に含まれないと判断されるもの又は 3 階建

の建物 

木造建物〔Ⅲ〕                              

                             

         木造建物〔Ⅰ〕及び木造建物〔Ⅱ〕以外の

建物 

木造特殊建物 土台、柱、梁、小屋組等の主要な構造部に木材を使用し、軸

組    工法により建築されている神社、仏閣、教会堂、茶

室、土蔵造等の建物で建築に特殊な技能を必要とするもの又は

歴史的価値を有する建物 

別記６ 建物移転料算定要領 

 

第１条 （略） 

 

（建物の区分） 

第２条 

 

区分 判断基準 

木造建物〔Ⅰ〕                

 土台、柱、梁、小屋組等の主要な構造部に木材を使用し、軸

組（在来）工法により建築されている専用住宅、共同住宅、

店舗、事務所、工場、倉庫等の建物で主要な構造部の形状・

材種、間取り等が一般的と判断される平家建又は 2 階建の建

物 

                             

                            

       

木造建物〔Ⅱ〕 土台、柱、梁、小屋組等の主要な構造部に木材を使用し、軸

組（在来）工法により建築されている劇場、映画館、公衆浴場、

体育館等で主要な構造部の形状・材種、間取り等が一般的でな

く、木造建物〔Ⅰ〕に含まれないと判断されるもの又は 3 階建

の建物 

木造建物〔Ⅲ〕 土台、柱、梁、小屋組等の主要な構造部に木材を使用し、ツー

バイフォー工法又はプレハブ工法等軸組（在来）工法以外の工

法により建築された                    

建物 

木造特殊建物 土台、柱、梁、小屋組等の主要な構造部に木材を使用し、軸

組（在来）工法により建築されている神社、仏閣、教会堂、茶

室、土蔵造等の建物で建築に特殊な技能を必要とするもの又は

歴史的価値を有する建物 
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非 木 造 建 物

〔Ⅰ〕 

柱、梁等の主要な構造部が木材以外の材料により建築されて

いる鉄骨造、鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造 若

しくはコンクリートブロック造 の建物又は鉄鋼系プレハブ工

法（軽量鉄骨造）により建築されている専用住宅若しくは共同

住宅の建物 

非 木 造 建 物

〔Ⅱ〕 

                             

             非木造建物〔Ⅰ〕以外の建物（石

造、レンガ造等の建物又は鉄鋼系プレハブ工法（重量鉄骨造）、

コンクリート系プレハブ工法等により建築されている建物） 

（注）（略） 

 

 

（木造建物の調査及び積算） 

第３条 木造建物の調査及び推定再建築費の積算は、軸組工法により建築されてい

る木造建物にあっては、別記７別添一の一 木造建物調査積算要領〔軸組工法〕

（以下「木造建物要領〔軸組工法〕」という。）、ツーバイフォー工法又は木質

系プレハブ工法により建築されている木造建物にあっては、別添一の二 木造建

物調査積算要領〔ツーバイフォー工法又は木質系プレハブ工法〕（以下「木造建

物要領〔ツーバイフォー工法又は木質系プレハブ工法〕」という。）により行う

ものとする。 

２ 前項に定める工法以外の工法により建築されている木造建物の調査及び推定

再建築費の積算は、建物の主要な構造部の形状・材種、間取り等から判断して、

木造建物要領〔軸組工法〕又は木造建物要領〔ツーバイフォー工法又は木質系プ

レハブ工法〕のいずれかにより行うものとする。 

 

 

第４条 （略） 

 

 

（移転料の構成） 

第５条 運用方針第 13 第１項（６）各号の移転工法ごとの移転料の構成は次のと

おりとする。 

 

 

 

 

 

 

非 木 造 建 物

〔Ⅰ〕 

柱、梁等の主要な構造部が木材以外の材料により建築されてい

る鉄骨造、鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造、  

   コンクリートブロック造等              

                             

  の建物 

非 木 造 建 物

〔Ⅱ〕 

石造、レンガ造及びプレハブ工法により建築されている鉄骨系

又は コンクリート系の建物                 

                             

                           

（注）（略） 

 

 

（木造建物の調査及び積算） 

第３条 木造建物の調査及び推定再建築費の積算は、              

              別添一   木造建物調査積算要領 

（以下「木造建物要領      」という。）                  

                                     

                                     

                               により行う 

ものとする。 

                                      

                                     

                                     

                      

 

 

第４条 （略） 

 

 

（移転料の構成） 

第５条 運用方針第 13 第１項（６）各号の移転工法ごとの移転料の構成は次のと

おりとする。 
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＜再築工法の構成＞ 

 
 

 

 

＜曳家工法の構成＞から＜除却工法の構成＞ （略） 

 

（移転料の算定） 

第６条 （略） 

２ 運用方針第１３第１項（６）第５号ロの算定において、当該建物が本来の用途

に供することができないと判断した場合は、その現在価格がないものとみなして

算定することができるものとする。 

 ３  取りこわし工事費、解体工事費、切取工事費及び切取面補修工事費（以下「取

りこわし工事費等」という。）は、次に掲げる式により算定した額とする。 

取りこわし工事費等＝解体純工事費＋廃材運搬費＋諸経費＋廃材処分費 

一 解体純工事費 

解体純工事費は、次に掲げる式により算出した額とする。 

解体純工事費＝解体直接工事費＋共通仮設費 

(一) （略） 

(二) 共通仮設費 

ア 共通仮設費の内容は、軸組工法により建築されている木造建物にあっ 

ては木造建物要領〔軸組工法〕第 22 条第２項第１号、ツーバイフォ 

ー工法又は木質系プレハブ工法により建築されている木造建物にあっ 

ては木造建物要領〔ツーバイフォー工法又は木質系プレハブ工法〕第22 

＜再築工法の構成＞ 

 
 

 

 

＜曳家工法の構成＞から＜除却工法の構成＞ （略） 

 

（移転料の算定） 

第６条 （略） 

                                      

                                     

               

２   取りこわし工事費、解体工事費、切取工事費及び切取面補修工事費（以下「取

りこわし工事費等」という。）は、次に掲げる式により算定した額とする。 

取りこわし工事費等＝解体純工事費＋廃材運搬費＋諸経費＋廃材処分費 

一 解体純工事費 

解体純工事費は、次に掲げる式により算出した額とする。 

解体純工事費＝解体直接工事費＋共通仮設費 

(一) （略） 

(二) 共通仮設費 

ア 共通仮設費の内容は、              木造建物にあっ 

ては木造建物要領                         

                                 

                              第22 
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条第２項第１号のとおりとし、非木造建物にあっては非木造建物要領別

添３の６① のとおりとする。 

イ 共通仮設費は、軸組工法により建築されている木造建物にあっては木

造建物要領〔軸組工法〕別添２木造建物数量積算基準１４、ツーバイフ

ォー工法又は木質系プレハブ工法により建築されている木造建物にあ

っては木造建物要領〔ツーバイフォー工法又は木質系プレハブ工法〕別

添２木造建物数量積算基準第１４に定める共通仮設費率、非木造建物に

あっては非木造建物要領別添３別記に定めるⅠ共通仮設費率表に基づ

き、次の式により算定するものとする。ただし、第２条の建物区分のう

ち、木造建物〔Ⅱ〕、木造建物〔Ⅲ〕及び木造特殊建物並びに非木造建

物〔Ⅱ〕については、これを適用しないものとする。 

共通仮設費＝解体直接工事費×共通仮設費率 

共通仮設費率は解体直接工事費の合計額に対応した率を適用する

ものとする。ただし、移転先を残地と認定した建物については、建

築工事の共通仮設を解体工事でも共用できるため、共通仮設費は計

上しないものとする。 

二 （略） 

三 諸経費 

(一) 諸経費の内容は、軸組工法により建築されている木造建物にあっては木

造建物要領〔軸組工法〕第２２条第２項第２号及び第３号、ツーバイフォ 

ー工法又は木質系プレハブ工法により建築されている木造建物にあって 

は木造建物要領〔ツーバイフォー工法又は木質系プレハブ工法〕第２２条

第２項第２号及び第３号のとおりとし、非木造建物にあっては非木造建物

要領別添３の６②のとおりとする。 

(二) 諸経費は、軸組工法により建築されている木造建物にあっては木造建物

要領〔軸組工法〕別添２木造建物数量積算基準第１５、ツーバイフォー工

法又は木質系プレハブ工法により建築されている木造建物にあっては木

造建物要領〔ツーバイフォー工法又は木質系プレハブ工法〕別添２木造建

物数量積算基準第１５に定める諸経費率表、非木造建物にあっては非木造

建物要領別添３別記に定めるⅡ諸経費率表に基づき、次の式により算定す

るものとする。ただし、第２条の建物区分のうち、木造建物〔Ⅱ〕、木造

建物〔Ⅲ〕及び木造特殊建物並びに非木造建物〔Ⅱ〕については、これを

適用しないものとする。 

諸経費＝（解体純工事費＋廃材運搬費）×諸経費率 

諸経費率は、一発注（建築及び解体）を単位として算定された純工事

費と廃材運搬費の合計額に対応した率を適用するものとする。 

なお、原則として建物と附帯工作物については別発注、木造建物と非

木造建物については一発注として算定するものとする。 

条第２項第１号のとおりとし、非木造建物にあっては非木造建物要領別

添３の６① のとおりとする。 

イ 共通仮設費は、              木造建物にあっては木

造建物要領                            

                                 

                              別添

２木造建物数量積算基準第１４に定める共通仮設費率、非木造建物にあ

っては非木造建物要領別添３別記に定めるⅠ共通仮設費率表に基づき、

次の式により算定するものとする。ただし、第２条の建物区分のうち、

木造建物〔Ⅱ〕、木造建物〔Ⅲ〕及び木造特殊建物並びに非木造建物〔Ⅱ〕

については、これを適用しないものとする。 

共通仮設費＝解体直接工事費×共通仮設費率 

共通仮設費率は解体直接工事費の合計額に対応した率を適用するも

のとする。ただし、移転先を残地と認定した建物については、建築工

事の共通仮設を解体工事でも共用できるため、共通仮設費は計上しな

いものとする。 

二 （略） 

三 諸経費 

(一) 諸経費の内容は、              木造建物にあっては木

造建物要領                             

                                  

                             第２２条

第２項第２号及び第３号のとおりとし、非木造建物にあっては非木造建物

要領別添３の６②のとおりとする。 

(二) 諸経費は、              木造建物にあっては木造建物

要領                                

                                  

                          別添２木造建物

数量積算基準第１５に定める諸経費率表、非木造建物にあっては非木造建

物要領別添３別記に定めるⅡ諸経費率表に基づき、次の式により算定する

ものとする。ただし、第２条の建物区分のうち、木造建物〔Ⅱ〕、木造建

物〔Ⅲ〕及び木造特殊建物並びに非木造建物〔Ⅱ〕については、これを適

用しないものとする。 

諸経費＝（解体純工事費＋廃材運搬費）×諸経費率 

諸経費率は、一発注（建築及び解体）を単位として算定された純工事

費と廃材運搬費の合計額に対応した率を適用するものとする。 

なお、原則として建物と附帯工作物については別発注、木造建物と非

木造建物については一発注として算定するものとする。 
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四 （略） 

 ４ 前項各号に掲げる費用の算定に当たっては、石綿含有建材が存する場合に

は、当該各号によるほか、別記１１石綿調査算定要領により算定を行うものとす

る。 

 ５ 発生材価額は、解体撤去により発生する市場価値のある発生材について、種

別、等級等に区分し、必要に応じ計上するものとする。 

 

四 （略） 

３  前項各号に掲げる費用の算定に当たっては、石綿含有建材が存する場合には、

当該各号によるほか、別記１１石綿調査算定要領により算定を行うものとする。 

４  発生材価額は、解体撤去により発生する市場価値のある発生材について、種

別、等級等に区分し、必要に応じ計上するものとする。 

 

様式第１号 

建物移転料算定表[再築工法] 

 

様式第１号 

建物移転料算定表[再築工法] 
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様式第２号 

建物移転料算定表[改造工法] 

 

様式第２号 

建物移転料算定表[改造工法] 
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様式第３号 

建物移転料算定表[復元工法] 

 

 

様式第３号 

建物移転料算定表[復元工法] 
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様式第４号 

建物移転料算定表[除却工法] 

 
 

様式第５号 （略） 

 

 

様式第４号 

建物移転料算定表[除却工法] 

 

別記６ 別記 曳家移転料算定要領 

 

第１条 （略） 

 

（建物の区分） 

第２条 （略） 

２ 木造建物〔Ⅰ〕に区分される軸組工法により建築されている建物の算定につい

ては、第２章に定めるところによる。ただし、対象となる建物の構造、形状、材

種等から判断して、この要領を適用することが妥当でないと認められるときは、

木造建物〔Ⅰ〕に区分される軸組工法により建築されている建物以外の建物とし

て扱うものとする。 

３ 木造建物〔Ⅰ〕に区分される軸組工法により建築されている建物以外の算定に

別記６ 別記 曳家移転料算定要領 

 

第１条 （略） 

 

（建物の区分） 

第２条 （略） 

２ 木造建物〔Ⅰ〕                      の算定につい

ては、第２章に定めるところによる。ただし、対象となる建物の構造、形状、材

種等から判断して、この要領を適用することが妥当でないと認められるときは、

木造建物〔Ⅰ〕                      以外の建物とし

て扱うものとする。 

３ 木造建物〔Ⅰ〕                      以外の算定に
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ついては、原則として、専門メーカー等の見積を徴することにより行うものとす

る。 

 

第３条及び第４条 （略） 

 

（数量計算） 

第５条 数量の算出は、この要領に定めるもののほか、別記７      別添一

の一木造建物調査積算要領〔軸組工法〕（以下「木造建物要領〔軸組工法〕」と

いう。）の別添２木造建物数量積算基準（以下「数量積算基準」という。）によ

るものとする。 

２ （略） 

３ （略） 

 

（直接工事費） 

第６条 直接工事費は、次の各号により算定するものとする。 

一 曳家工事費 

曳家工事費は、次に定めるところにより算出する各工事費の合計額とする。 

ア （略） 

イ 基礎工事費は、木造建物要領〔軸組工法〕第28条により算出する。ただし、

数量積算基準第４第１項第一号による布基礎長は、次表の基礎切欠補正率を

乗じた値とする。 

基礎切欠補正率 1.10 

なお、基礎が重複するときは、重複部分を人力施工にて算出することとし、

基礎数量（布基礎長及び束石数量）は次の方法により算出する。 

重複部分の基礎数量＝基礎総数量×重複部分の面積／１階床面積 

重複部分以外の基礎数量＝基礎総数量－重複部分の基礎数量 

ウ （略） 

二 補修工事費 

補修工事費は、次に定めるところにより算出する各工事費の合計額とする。 

ア 仮設工事費は、木造建物要領〔軸組工法〕第27条により算出する。 

イ 部位別補修工事費は、次の式により算出する。 

工事費＝（外壁工事費＋内壁工事費＋床工事費）×補修費率 

(ｱ) 外壁工事費は、木造建物要領〔軸組工法〕第31条により算出する。 

(ｲ) 内壁工事費は、木造建物要領〔軸組工法〕第32条により算出する。 

(ｳ) 床工事費は、木造建物要領〔軸組工法〕第33条各号により算出する。た

だし、数量積算基準第９による施工面積及び数量（帖数）は、１階床のう

ち木材による床組が施工されている部分の仕上材種ごと及び畳の材種ご

とに算出した値とする。 

ついては、原則として、専門メーカー等の見積を徴することにより行うものとす

る。 

 

第３条及び第４条 （略） 

 

（数量計算） 

第５条 数量の算出は、この要領に定めるもののほか、   建物算定要領別添一

の一木造建物調査積算要領      （以下「木造建物要領      」と

いう。）の別添２木造建物数量積算基準（以下「数量積算基準」という。）によ

るものとする。 

２ （略） 

３ （略） 

 

（直接工事費） 

第６条 直接工事費は、次の各号により算定するものとする。 

一 曳家工事費 

曳家工事費は、次に定めるところにより算出する各工事費の合計額とする。 

ア （略） 

イ 基礎工事費は、木造建物要領      第28条により算出する。ただし、

数量積算基準第４第１項第一号による布基礎長は、次表の基礎切欠補正率を

乗じた値とする。 

基礎切欠補正率 1.10 

なお、基礎が重複するときは、重複部分を人力施工にて算出することとし、

基礎数量（布基礎長及び束石数量）は次の方法により算出する。 

重複部分の基礎数量＝基礎総数量×重複部分の面積／１階床面積 

重複部分以外の基礎数量＝基礎総数量－重複部分の基礎数量 

ウ （略） 

二 補修工事費 

補修工事費は、次に定めるところにより算出する各工事費の合計額とする。 

ア 仮設工事費は、木造建物要領      第27条により算出する。 

イ 部位別補修工事費は、次の式により算出する。 

工事費＝（外壁工事費＋内壁工事費＋床工事費）×補修費率 

(ｱ) 外壁工事費は、木造建物要領      第31条により算出する。 

(ｲ) 内壁工事費は、木造建物要領      第32条により算出する。 

(ｳ) 床工事費は、木造建物要領      第33条各号により算出する。た

だし、数量積算基準第９による施工面積及び数量（帖数）は、１階床のう

ち木材による床組が施工されている部分の仕上材種ごと及び畳の材種ごと

に算出した値とする。 
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(ｴ) 補修費率は、30パーセントとする。 

ウ 床工事費は、木造建物要領〔軸組工法〕第33条第一号により算出する。た

だし、数量積算基準第９による施工面積は、１階床のうち木材による床組が

施工されていない部分の仕上材種ごとに算出した値とする。 

エ 建築設備工事費は、木造建物要領〔軸組工法〕第40条により算出する。この

場合において、必要な項目を抽出し、原則として、次表の算出対象を基に算出

する。ただし、これにより難い場合は、この限りでない。 

（略） 

オ 建物附随工作物工事費は、必要な項目を抽出し、木造建物要領〔軸組工法〕 

第41条により算出する。 

 

（共通仮設費） 

第７条  共通仮設費は、木造建物要領〔軸組工法〕第22条第２項第一号の内容とし、

数量積算基準第14 に定める共通仮設費率に基づき、次の式により算定するもの

とする。 

共通仮設費＝直接工事費×共通仮設費率 

 

（諸経費） 

第８条  諸経費は、木造建物要領〔軸組工法〕第22条第２項第二号及び第三号の内

容とし、数量積算基準第15に定める諸経費率表に基づき、次の式により算定する

ものとする。 

諸経費＝（純工事費＋廃材運搬費）×諸経費率 

２  （略） 

 

(ｴ) 補修費率は、30パーセントとする。 

ウ 床工事費は、木造建物要領      第33条第一号により算出する。た

だし、数量積算基準第９による施工面積は、１階床のうち木材による床組が

施工されていない部分の仕上材種ごとに算出した値とする。 

エ 建築設備工事費は、木造建物要領      第40条により算出する。この

場合において、必要な項目を抽出し、原則として、次表の算出対象を基に算出

する。ただし、これにより難い場合は、この限りでない。 

（略） 

オ 建物附随工作物工事費は、必要な項目を抽出し、木造建物要領       

第41条により算出する。 

 

（共通仮設費） 

第７条  共通仮設費は、木造建物要領      第22条第２項第一号の内容とし、

数量積算基準第14 に定める共通仮設費率に基づき、次の式により算定するものと

する。 

共通仮設費＝直接工事費×共通仮設費率 

 

（諸経費） 

第８条  諸経費は、木造建物要領      第22条第２項第二号及び第三号の内

容とし、数量積算基準第15に定める諸経費率表に基づき、次の式により算定する

ものとする。 

諸経費＝（純工事費＋廃材運搬費）×諸経費率 

２  （略） 

 

  

  

 

 


